
令和 4 年 3 月

令和 4 年度 令和 13 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,240 円 3,530 円

3,300 円 3,289 円

3,300 円 3,330 円

別添２－２

法適（全部適用・一部適
用 ）

非 適 の 区 分
全部適用

能登町下水道事業経営戦略

平成１１年度（供用開始後　２２年）

石川県能登町

漁業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：

～計 画 期 間 ：

公 共 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

８人/ha

２施設

無し

処 理 区 数 ２処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

該当なし

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。
*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成30年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

令和元年度 平成26年度

令和２年度 平成27年度

基本料金　１０㎥まで1,650円/月
従量料金　１０㎥を超える分　　：1㎥につき165円
※消費税込（以下、同じ）

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、公共下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計
画に基づき実施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合
等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処
理区の統廃合を含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

同上

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方
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③ 組　織

（２）民 間 活 力 の 活 用 等

（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）処理区域内人口の予測

　社人研の公表値による行政人口と、整備終了後の処理区域内人口の時系列推計を比較し、後者を採用。５０年間で１５％程度に減少する。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

　該当事項なし。

　該当事項なし。

 イ　指定管理者制度

　処理場やマンホールポンプ場の保守管理業務を委託しています。

民 間 活 用 の 状 況

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を
添付すること。

　令和２年度決算における「経営比較分析表」を添付しています。
　経営比較分析表は、経営及び施設の状況を表す経営指標により、経年比較や類似団体との比較を行い、経営の現状や課題を的確かつ簡明に把握す
ることができるものです。

職 員 数

建設水道課  １５名（うち農集・漁集・特地・個別　２名）
 
当該事業の損益勘定職員数　１名
当該事業の資本勘定職員数　０名

　該当事項なし。

　該当事項なし。
資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）
*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）
*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。
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（２）

（３）

（４）

（５）

施設の見通し

　供用開始平成１１年度に対して、２２年間経過し、電気設備、機械設備とも、耐用年数は２０～２５年のため、更新を予定します。計測器は、耐
用年数は１０年程度のため、故障後の取替とします。
　現在の処理能力２８３ｍ3/日に対して現況の所要能力は６９ｍ3/日程度であり、電気設備、機械設備の更新に際しては、反応タンクの規模縮小等
のダウンサイジングおよび、処理区の統合を検討します。
　管渠施設は、９５％以上が塩ビ管であるが、点検調査の結果に基づき、内面更新を検討します。

組織の見通し

有収水量の予測

　現況６９％の水洗化率が１００％に向上することを見込んでも、５０年間で２１％程度に減少する。

　職員数は、公共・特環で２人、農集・漁集・特地・個別で２人まで削減しました。今後も、削減の必要があると認識し、業務に支障を生じないように、維持管理等の委
託契約の条件・内容の見直しを検討します。

使用料収入の見通し

　現在と同等の料金単価とした場合、５０年間で２１％程度に減少する。有収率は現況９９％程度であり、不明水が増加しないよう、管渠施設だけでなく、宅内排水設
備の調査も検討します。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
37

20
38

20
39

20
40

20
41

20
42

20
43

20
44

20
45

20
46

20
47

20
48

20
49

20
50

20
51

20
52

20
53

20
54

20
55

20
56

20
57

20
58

20
59

20
60

20
61

20
62

20
63

20
64

20
65

20
66

20
67

20
68

20
69

20
70

20
71

（ｍ3）

（年度）

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
37

20
38

20
39

20
40

20
41

20
42

20
43

20
44

20
45

20
46

20
47

20
48

20
49

20
50

20
51

20
52

20
53

20
54

20
55

20
56

20
57

20
58

20
59

20
60

20
61

20
62

20
63

20
64

20
65

20
66

20
67

20
68

20
69

20
70

20
71

（千円）

（年度）

漁業集落排水事業_3

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

【財源の目標に関する事項】
　使用料収入と一般会計繰入金（基準内）により財源が賄われることを目標としています。

【使用料収入の見通し、使用料の見直しに関する事項】
　水洗化接続率は６９％となっており、接続率の増加は見込めますが、人口減少の影響で、水洗化人口は微減であり、有収水量の減少により使用料
収入は微減で推移していく見通しです。なお、収支計画期間中の使用料の見直しは考慮していません。

【企業債に関する事項】
　更新事業については、国費と下水道事業債を充当するものとし、資本費平準化債については、地方債償還額による減価償却費により算出した発行
可能額での借入れを計画しています。

【繰入金に関する事項】
　一般会計からの繰入金については、基準内繰入を１００％程度利用し、さらに基準外繰入れを行っています。

【資産の有効活用に関する事項】
　活用対象資産がないため、活用計画はありません。

【職員給与費に関する事項】
　当該事業においては、現状で職員給与費の費用負担があり、以後も同様として計画しています。

【動力費、薬品費に関する事項】
　処理水量は、微減傾向にあるが、費用実績は一定範囲で変動しているため、過去５年間の平均で固定して計上しています。

【修繕費に関する事項】
　突発的な変動が見られるものの、費用実績は一定範囲で変動しているため、過去５年間の平均で固定して計上しています。

【委託費に関する事項】
　費用実績は一定範囲で変動しているため、過去５年間の平均で固定して計上しています。

【その他】
　上記以外の費用は、近年ほぼ一定であるため、固定して計上しています。

【投資の目標に関する事項】
　事業計画区域の面整備は、平成１８年度に終了しており、新規拡張等の整備計画はないが、老朽化により必要となる設備等の更新については、適
切な更新計画により事業の効率化や費用の平準化を行うものとします。

【管渠、処理場等の検閲・更新に関する事項】
　耐用年数を超過する処理場やマンホールポンプ場の機械設備の更新を、費用計上しました。なお、管渠については、収支計画期間中に耐用年数を
超過するものはないため計画しておりません。

【広域化、共同化、最適化に関する事項】
　隣接の処理区からの距離等、地理的な条件から他の事業・同種事業との統合等の最適化は難しく計画はしていません。

【投資の平準化に関する事項】
　更新事業においては、適切な更新計画により実施することで、事業の効率化や費用の平準化を図ります。

（１）投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

１．適切な事業計画の策定と推進
　（１）整備事業
　　　①　事業計画４５haは平成１８年度に概成。
　（２）更新事業
　　　①　施設の更新需要を適切に把握し、事業の効率化や費用の平準化を図った更新・長寿命化計画により下水道機能の保全に努めます。
　　　②　将来的な汚水処理状況を考慮し、施設規模や機器能力の適正化によりダウンサイジングを行い、更新費用や動力費等のランニング
　　　　コストの縮減を行います。
２．経営基盤の強化
　（１）事業の効率化と適正化
　　　①　ストックマネジメントにより施設を計画的かつ効果的に管理することで、管理費の平準化や削減に努めます。
　（２）収入の確保
　　　①　接続率（水洗化率）の向上
　　　　　　未接続世帯への個別訪問や下水道への接続を促進する助成金制度活用により、早期の接続を促し、接続率の向上に努めます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

漁業集落排水事業_4



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者

制度、PPP/PFIなど）

　事業規模が比較的小であるため、包括的民間委託等の事業者の確保が困難です。
　契約条件、内容の見直しによる経費削減を検討します。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　毎年度、経営分析により、進捗管理（モニタリング）を行い、５年を目途に見直し（ローリング）を行
います。

職員給与費に関する事項

　他事業との均衡を考慮し、職員数と職員給与費について検討していきます。

動力費に関する事項

　処理水量の時間的、季節的変動に応じて、主要な機器の運転時間を制御することにより、動
力費を削減することを検討していきます。

修繕費に関する事項

　更新事業との関連性を考慮した修繕計画により、費用の削減、平準化を図ります。

委託費に関する事項

　現在、各処理区とも、機器点数の削減の見込みは小ですが、今後の機能強化において、機器
能力、機器点数が低減した場合は、委託費の算定内容を見直すことを検討していきます。

その他の取組

　該当事項なし。

薬品費に関する事項

　処理水量が減少傾向にあることから、消毒用薬品の溶解量が過剰にならないようにし、薬品
費を削減することを検討していきます。

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の
解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組に
ついて、その内容等を記載すること。

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組

　更新事業の財源については、補助事業の活用や交付税措置において有利な起債を活用するこ
とを検討します。

　該当事項なし。
　※　収入増加となる活用可能資産なし。

　５年を目途に定期的に事業運営に必要な経費を適正に把握し、経営の健全化、安定化のため
に必要な使用料体系の検討を行います。

使用料の見直しに関する事項

　該当事項なし。

　資産情報により更新需要を把握し、更新費用の平準化に取り組みます。

　隣接の処理区からの距離等、地理的な条件から他の事業との統合等の最適化の計画はありま
せん。

広域化・共同化・最適化に関する事項

　処理場の未利用地については、再生可能エネルギー普及に寄与する方法による経費削減を検
討します。

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項
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様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

１． (A) 4,004 4,075 4,055 4,027 3,994 3,954 3,916 3,872 3,824 3,771 3,713 3,660
(1) 4,004 4,075 4,055 4,027 3,994 3,954 3,916 3,872 3,824 3,771 3,713 3,660
(2) (B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(3) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２． 40,803 30,955 37,565 37,588 37,196 36,965 33,886 34,461 34,154 33,871 33,605 33,365
(1) 26,408 17,206 23,837 23,886 23,494 23,263 22,153 22,964 22,669 22,485 22,219 21,979

24,608 17,206 23,837 23,886 23,494 23,263 22,153 22,964 22,669 22,485 22,219 21,979
1,800

(2) 14,395 13,749 13,728 13,702 13,702 13,702 11,734 11,497 11,485 11,386 11,386 11,386
(3) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 44,807 35,030 41,620 41,615 41,190 40,919 37,802 38,333 37,978 37,642 37,318 37,025
１． 39,765 39,128 37,240 37,518 37,518 37,653 34,845 35,637 35,637 35,637 35,637 35,637
(1) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(2) 7,933 8,883 6,907 6,907 6,907 6,907 6,907 6,907 6,907 6,907 6,907 6,907
1,419 1,419 1,419 1,419 1,419 1,419 1,419 1,419 1,419 1,419 1,419 1,419

570 1,530 1,530 1,530 1,530 1,530 1,530 1,530 1,530 1,530 1,530 1,530
15 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

5,929 5,929 3,953 3,953 3,953 3,953 3,953 3,953 3,953 3,953 3,953 3,953
(3) 31,832 30,245 30,333 30,611 30,611 30,746 27,938 28,730 28,730 28,730 28,730 28,730

２． 5,169 4,775 4,380 4,097 3,672 3,266 2,958 2,697 2,341 2,005 1,681 1,389
(1) 5,169 4,775 4,380 4,097 3,672 3,266 2,958 2,697 2,341 2,005 1,681 1,389
(2) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 44,934 43,903 41,620 41,615 41,190 40,919 37,802 38,333 37,978 37,642 37,318 37,025
(E) △ 127 △ 8,873 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(F) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(H) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 127 △ 8,873 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(I) △ 127 △ 9,000 △ 9,000 △ 9,000 △ 9,000 △ 9,000 △ 9,000 △ 9,000 △ 9,000 △ 9,000 △ 9,000 △ 9,000
(J) 6,072 3,016 3,001 2,980 2,956 2,926 2,898 2,865 2,830 2,791 2,748 2,708

867 431 428 426 422 418 414 409 404 398 392 387
(K) 24,634 25,682 26,694 27,283 28,634 28,796 28,957 27,761 28,026 25,835 22,644 21,997

24,277 25,309 26,307 26,888 28,219 28,378 28,537 27,359 27,620 25,461 22,316 21,678
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

357 372 387 395 415 417 420 402 406 374 328 319
( I )

(A)-(B)

(L) - - - - - - - - - - - -

(M) 4,004 4,075 4,055 4,027 3,994 3,954 3,916 3,872 3,824 3,771 3,713 3,660

- - - - - - - - - - - -

(N) - - - - - - - - - - - -

(O) - - - - - - - - - - - -

(P) - - - - - - - - - - - -

- - - - - - - - - - - -

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

-- - - - - - - - - - -

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 収 益
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様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

１． 6,500 7,900 17,500 2,900 5,800 20,000 22,500 4,100 4,000 1,400 0 0

6,500 5,600 4,500 2,900 4,300 4,500 6,000 4,100 4,000 1,400 0 0

２． 4,248 5,290 4,555 6,842 7,395 7,649 7,480 7,259 8,014 8,477 6,591 6,152

３． 0 45 116 116 116 116 116 116 104 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６． 0 0 0 0 1,500 15,500 16,500 0 0 0 0 0

７． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

８． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(A) 10,748 13,235 22,171 9,858 14,811 43,265 46,596 11,475 12,118 9,877 6,591 6,152

(B) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(C) 10,748 13,235 22,171 9,858 14,811 43,265 46,596 11,475 12,118 9,877 6,591 6,152

１． 0 2,387 13,070 0 3,000 31,000 33,000 0 0 0 0 0

0 0 0 0 150 1,550 1,650 0 0 0 0 0

２． 22,698 24,277 25,817 26,767 28,720 29,309 29,799 28,708 29,363 27,220 23,934 23,495

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(D) 22,698 26,664 38,887 26,767 31,720 60,309 62,799 28,708 29,363 27,220 23,934 23,495

(E) 11,950 13,429 16,716 16,909 16,909 17,044 16,204 17,233 17,244 17,344 17,344 17,344

１． 11,950 13,429 16,716 16,909 16,909 17,044 16,204 17,233 17,244 17,344 17,344 17,344

２． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

４． 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(F) 11,950 13,429 16,716 16,909 16,909 17,044 16,204 17,233 17,244 17,344 17,344 17,344

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(G) 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

(H) 304,811 288,434 280,117 256,250 233,330 224,021 216,722 192,114 166,752 140,932 116,997 93,502

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度

24,608 17,206 23,837 23,886 23,494 23,263 22,153 22,964 22,669 22,485 22,219 21,979

22,606 17,206 20,874 20,895 20,470 20,199 19,051 19,819 19,486 19,349 19,025 18,732

2,002 0 2,963 2,991 3,024 3,064 3,102 3,146 3,182 3,136 3,194 3,247

4,248 5,335 4,671 6,958 7,511 7,765 7,596 7,375 8,118 8,477 6,591 6,152

0 45 116 116 116 116 116 116 104 0 0 0

4,248 5,290 4,555 6,842 7,395 7,649 7,480 7,259 8,014 8,477 6,591 6,152

28,856 22,541 28,508 30,844 31,005 31,028 29,748 30,339 30,787 30,962 28,810 28,131

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

計

そ の 他

他 会 計 負 担 金

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金
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